
JP 6163063 B2 2017.7.12

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子ビームを発生する電子源と、
　前記電子ビームを所定のエネルギーに加速する加速手段と、
　加速された前記電子ビームを収束させるレンズ又はレンズ群と、
　前記レンズ又はレンズ群の下流側に配置された観察試料の面上に電子プローブを結像す
る対物レンズと、
　前記電子プローブを前記観察試料の表面方向に規定範囲内で二次元走査する走査系と、
　前記観察試料を透過した電子を検出し、ロンチグラムを取得するイメージング部と、
　前記イメージング部と同期動作する制御部であって、１枚のロンチグラムの取得中に、
前記観察試料の表面又はその近傍に結像される前記電子プローブの焦点と前記観察試料の
高さの関係を微小に変動させる制御部と
　を有する走査透過電子顕微鏡。
【請求項２】
　請求項１に記載の走査透過電子顕微鏡において、
　前記制御部は、前記対物レンズの励磁電流を微小に変動させることにより、前記高さの
関係を微小に変動させることを特徴とする走査透過電子顕微鏡。
【請求項３】
　請求項１に記載の走査透過電子顕微鏡において、
　前記制御部は、前記観察試料を保持するホルダの取り付け高さを微小に変動させること
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により、前記高さの関係を微小に変動させることを特徴とする走査透過電子顕微鏡。
【請求項４】
　請求項１に記載の走査透過電子顕微鏡において、
　前記制御部は、前記対物レンズとは別の焦点調整用レンズの励起を微小に変動させるこ
とにより、前記高さの関係を微小に変動させることを特徴とする走査透過電子顕微鏡。
【請求項５】
　請求項１に記載の走査透過電子顕微鏡において、
　１回以上の周期の焦点変動と同期して取得された前記１枚のロンチグラムから測定され
る収差情報に基づいて、前記対物レンズを含む電子プローブ結像系の軸上収差を高次まで
計算する測定部を更に有することを特徴とする走査透過電子顕微鏡。
【請求項６】
　請求項５に記載の走査透過電子顕微鏡において、
　前記測定部は、前記１枚のロンチグラム内の複数の局所領域からそれぞれ局所伸び歪み
量を測定し、これら複数の局所伸び歪み量に基づいて前記軸上収差を計算することを特徴
とする走査透過電子顕微鏡。
【請求項７】
　請求項５に記載の走査透過電子顕微鏡において、
　前記１枚のロンチグラム内の複数の局所領域からそれぞれ測定された局所伸び歪み量が
適正長さを有しない場合、前記制御部は、前記局所伸び歪み量が適正長さを満たすように
前記高さの関係を調整し、前記測定部は、前記高さの関係の調整を通じて取得された複数
のロンチグラムに基づいて前記局所伸び歪み量を測定することを特徴とする走査透過電子
顕微鏡。
【請求項８】
　請求項５に記載の走査透過電子顕微鏡において、
　前記測定部は、前記高さの関係の第１の変動により取得された第１のロンチグラムから
第１の領域の局所伸び歪み量を測定し、前記高さの関係の第２の変動により取得された第
２のロンチグラムから第２の領域の局所伸び歪み量を測定することを特徴とする走査透過
電子顕微鏡。
【請求項９】
　電子ビームを発生する電子源と、
　前記電子ビームを所定のエネルギーに加速する加速手段と、
　加速された前記電子ビームを収束させるレンズ又はレンズ群と、
　前記レンズ又はレンズ群の下流側に配置された観察試料の面上に電子プローブを結像す
る対物レンズと、
　前記電子プローブを前記観察試料の表面方向に規定範囲内で二次元走査する走査系と、
　前記観察試料を透過した電子を検出し、ロンチグラムを取得するイメージング部と、
　前記イメージング部と同期動作する制御部であって、１枚のロンチグラムの取得中に、
前記観察試料の表面又はその近傍に結像される前記電子プローブの焦点と前記観察試料の
高さ関係を微小に変動させる制御部と、
　前記１枚のロンチグラムから収差情報を測定し、前記収差情報に基づいて、前記対物レ
ンズを含む電子プローブ結像系の軸上収差を計算する測定部と、
　を有する走査透過電子顕微鏡を用いる収差測定方法であって、
　制御部が、前記観察試料の表面又はその近傍に結像される前記電子プローブの焦点と前
記観察試料の高さの関係を微小に変動させるステップと、
　前記制御部と同期動作するイメージング部が、前記高さの関係の微小な変動による投影
像の変化情報を画像内に含む１枚のロンチグラムを取得するステップと、
　前記測定部が、前記１枚のロンチグラムから収差情報を測定するステップと、
　を含むことを特徴とする収差測定方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の収差測定方法において、
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　前記制御部は、前記対物レンズの励磁電流を微小に変動させることにより、前記高さの
関係を微小に変動させる
　ことを特徴とする収差測定方法。
【請求項１１】
　請求項９に記載の収差測定方法において、
　前記制御部は、前記観察試料を保持するホルダの取り付け高さを微小に変動させること
により、前記高さの関係を微小に変動させることを特徴とする収差測定方法。
【請求項１２】
　請求項９に記載の収差測定方法において、
　前記制御部は、前記対物レンズとは別の焦点調整用レンズの励起を微小に変動させるこ
とにより、前記高さの関係を微小に変動させることを特徴とする収差測定方法。
【請求項１３】
　請求項９に記載の収差測定方法において、
　前記測定部が、１回以上の周期の焦点変動と同期して取得された前記１枚のロンチグラ
ムから測定される収差情報に基づいて、前記対物レンズを含む電子プローブ結像系の軸上
収差を高次まで計算するステップを更に含む、
　ことを特徴とする収差測定方法。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の収差測定方法において、
　前記測定部は、前記１枚のロンチグラム内の複数の局所領域からそれぞれ局所伸び歪み
量を測定し、これら複数の局所伸び歪み量に基づいて前記軸上収差を計算することを特徴
とする収差測定方法。
【請求項１５】
　請求項１３に記載の収差測定方法において、
　前記１枚のロンチグラム内の複数の局所領域からそれぞれ測定された局所伸び歪み量が
適正長さを有しない場合、前記制御部は、前記局所伸び歪み量が適正長さを満たすように
前記高さ関係を調整し、前記測定部は、前記高さ関係の調整を通じて取得された複数のロ
ンチグラムに基づいて前記局所伸び歪み量を測定することを特徴とする収差測定方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、走査透過電子顕微鏡（STEM：Scanning Transmission Electron Microscope
）の収差を精密に測定する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、走査透過電子顕微鏡（STEM）や透過電子顕微鏡（TEM）においては、球面収差補
正技術が実用化されている。これに伴い、以前では、電子レンズの大きな球面収差に隠れ
、あまり重視されてこなかったような微小な各種の収差の影響を適切に取り扱う方法が重
要となっている。例えば球面収差補正器が実用化される以前では、STEMにおいて問題とな
る三次以下の収差は、せいぜいデフォーカス、二回対称非点、三回対称非点の３収差であ
り、それらについてのみ評価し、または、補償の対策を講じれば良かった。
【０００３】
　しかし、球面収差補正器が実用化されてから以後は、前記３収差に加え、球面収差を補
正して残る４収差（軸上コマ収差、スター収差、四回対称非点収差、球面収差自体）を含
む計７収差を適切に取り扱うことが必要となった。さらに最高分解能を得るためには、よ
り高次（２０１２年の段階では一般的には５次以下）の計１４個の軸上開口収差を評価し
、調整または抑制する必要性がいわれている。
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【表１】

【０００４】
　以上より明らかなように、各レンズ収差の評価（すなわち、収差係数の精密測定法）は
、電子顕微鏡の収差補正技術が確立される以前とは桁違いに重要さを増している。従来、
収差補正STEM装置（球面収差補正器を備えるSTEM装置）においては、収差補正時の精密収
差測定法として、主に、プローブタブロー法（非特許文献１）が用いられてきた。この方
法は、電子線の入射角度を可変して（複数の入射角度により）適宜なデフォーカスを与え
た状態のSTEM像を複数撮影し、次に、垂直入射正焦点時のSTEM像（収差が十分少ないSTEM
像と仮定）を参照像としてデコンボリューション演算を実行して各電子線入射角度での収
差による電子プローブの歪みを推定し、これらの推定結果から軸上収差を算出する方法で
ある。
【０００５】
　推定されるプローブ形状からは、元のSTEM像を撮影した入射角度におけるデフォーカス
C1(τ)と二回対称非点収差A1(τ)を求めることができるので、これら２つの収差を複数の
入射角度について測定し、後述する軸上収差と傾斜収差の関係式から多元連立方程式を立
て、結果的に表１に列記した各軸上収差の係数を算出する。ここで、各々の収差係数に付
されたτは、電子線の入射角度の指定を示している。表１に示す各収差のうち非回転対称
収差（すなわち対称性が１～６回の列にある収差）には大きさと方位の２つのパラメータ
があり、表１の軸上収差を求めるためには２５個の未定数を決定しなければならない。す
なわち、少なくとも未定数と同数の独立な連立方程式を立てる必要がある。
【０００６】
　プローブタブロー法においては、１つの電子線の入射角度に対してC1(τ)の大きさ、A1
(τ)の大きさと方位の計３つの方程式を得ることができるので、最低９つの入射角度を用
いてこれらを測定できれば、五次までの軸上収差を求めることができる。実際の例では、
統計的に測定精度を上げるために、１７～２５個の入射角度で各々適宜なアンダーフォー
カスとオーバーフォーカスでSTEM像を撮影してC1(τ)とA1(τ)を決め、軸上収差を算出す
る。
【０００７】
　すなわち、参照像とする垂直入射正焦点での１枚を加え、３５枚以上のSTEM像を撮影し
て収差測定を実行することになり、非常に煩雑で時間もかかる測定となる。このような収
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差測定法は、STEM像自体又は電子プローブ形状の推定過程で発生する誤差だけでなくSTEM
像撮影中の経時的変化によっても、算出される軸上収差係数に誤差を含み易い問題がある
。
【０００８】
　一方、近年では、プローブタブロー法と異なる原理の収差測定法として、投影像（ロン
チグラム）を用いる収差測定法（例えば特許文献１、特許文献２）が開発実用化されてい
る。ロンチグラムの詳細については後述するが、ロンチグラム自体は収差で歪んだ電子プ
ローブによる試料の投影図形であり、その図形には収差に関する情報が含まれる。
【０００９】
　さらに、十分に大きな収束角度の電子線を用いてロンチグラムを撮像すれば、その収束
角度内の入射電子線に関する収差情報がロンチグラムの対応箇所に投影されることになる
。このため、前述のプローブタブロー法とは異なり、ロンチグラムの局所領域毎にこれら
収差情報を引き出すことで、原理的には１つのロンチグラムから軸上収差を計算すること
も可能である。統計的に測定精度を向上させる目的での繰り返しを含め、数条件のロンチ
グラムから軸上収差を算出することができる。ただし、収差を含んだロンチグラムは、複
雑な歪みを持った非定形画像となる。よって、非定形画像から収差情報を抽出するには、
適切な画像処理と演算が必須となる。
【００１０】
　例えば特許文献１においては、得られたロンチグラムを適当なサイズかつ必要な数の格
子に分割し、各格子内の像ひずみと当該格子画像の自己相関を取り、自己相関により得ら
れたパターンを楕円関数等でフィッティングすることにより定量化する。フィッティング
で得られた楕円関数を決めるパラメータは、同文献内の式３、式４、式５を用いて格子内
の局所収差情報と結びつけられ、さらに各格子から式２で得られる連立方程式を立て、軸
上収差係数を算出する。
【００１１】
　この場合、格子の数が軸上収差の算出に必要な連立方程式を成立させるに十分であるこ
とは勿論だが、各格子のサイズも当該領域の局所収差情報を取り出すために適切な大きさ
でなければならない。格子で区分された各領域の自己相関から得られるのは領域内で平均
化された歪み情報になるので、なるべく当該局所に対応する歪み情報を知るには格子のサ
イズは小さい方がよい。一方で、格子サイズが小さすぎると、正しく歪み情報を反映した
自己相関が得られず、得られる局所収差に誤差が生じる。
【００１２】
　ところで、収差の状態によってロンチグラムの形状は大きく変化する。このため、格子
のサイズは、収差状態に合わせて適切に選択する必要がある。ロンチグラム取得時のデフ
ォーカスやカメラ長（ロンチグラム倍率）についても、同様の理由で収差状態に応じた注
意深い選択が必要である。
【００１３】
　特許文献２及び特許文献３も、ロンチグラムを用いる収差測定方法を開示する。これら
の文献は、光学パラメータを変えてロンチグラムの変化を測定することにより収差を測定
する方法を開示する。
【００１４】
　このうち、特許文献２は、試料面の近傍で焦点が結ばれた電子プローブを偏向器等の電
子光学的手段で微小変位させた（又は試料自体を微小変位させた）前後でロンチグラムを
撮影し、これら２枚のロンチグラムを比較することで軸上収差を測定する。具体的には、
特許文献１と同様、それぞれのロンチグラムを適宜複数の領域に区分し、２枚のロンチグ
ラム間の対応領域に電子プローブの微小変位の前後で生じた局所変位を計測する。各領域
の局所変位は、収差による局所倍率の変化とみなせるので、局所変位と軸上収差とを関係
付ける同文献中の式１を用い、やはり各領域から連立方程式を組んで軸上収差を算出する
。
【００１５】
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　また、特許文献３中では、電子プローブを微小変位させる代わりに結像レンズの焦点を
微小に変化させ、電子プローブを試料付近で上下させる前後でロンチグラムをそれぞれ取
得し、これら２枚のロンチグラムを比較することで軸上収差を測定する。デフォーカスを
微小変化させる前後において取得された２枚のロンチグラムの対応する複数の投影点間で
変位を測定し、これを局所収差情報として軸上収差と関連付けし、前述の方法と同様に連
立方程式を立てて軸上収差を算出する。
【００１６】
　これら特許文献２及び３に示す方法も、特許文献１の方法と同様に、局所収差情報の抽
出が（ロンチグラムを領域区分する場合にはその区分方法も）適切であることに注意を要
する。さらに、特許文献１の方法と異なり、異なる２枚のロンチグラム間で対応する投影
点の変位を比較するので、複数の投影点で変位前後の位置を正しく結び付けを行う必要が
ある。一方、特許文献２及び特許文献３の方法では、特許文献１の方法と異なり、ロンチ
グラム内の変位量を外部で任意に制御できる電子プローブの変位とデフォーカスの量によ
り加減できるので、これを用いて局所収差情報の抽出精度、ひいては軸上収差の測定精度
の向上を図ることが可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】特許第５１８８８４６号公報
【特許文献２】米国特許第６５５２３４０号明細書
【特許文献３】特許第４５５３８８９号公報
【非特許文献】
【００１８】
【非特許文献１】Rolf Erni “ Aberration corrected imaging in transmission electr
on microscopy” (Imperial College Press,2010, ISBN-10 1-84186-836-6), p.267-276
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　前述したように、従来、STEMにおいて主に用いられてきたプローブタブロー法は、電子
線の入射角度を変えながら多数回の測定を繰り返す煩雑で時間を要する手順が必要であり
、特に軸上収差の補正（調整）過程で用いるには、使いやすい測定法とは言い難い。
【００２０】
　一方、ロンチグラムを用いた収差測定法は、プローブタブロー法に比してより少数回の
測定により（短時間で）軸上収差を与える収差係数を測定することができる。しかし、こ
れらロンチグラムを用いる収差測定法も、前述の通り、ロンチグラムから多数の局所収差
情報を抽出する画像計測工程に数々の問題を抱えている。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　上記課題を解決するため、本発明は、１枚のロンチグラムを撮像する際、試料表面又は
その近傍に結像された電子プローブの焦点と試料との高さ関係を高さ方向に微小に変化さ
せながらロンチグラムを取得する。なお、本明細書では、前述のように焦点を微小変化さ
せながら取得するロンチグラムを、「焦点変調ロンチグラム（Focus Modulated Ronchigr
am）」と呼称する。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、１枚のロンチグラム（焦点変調ロンチグラム）だけで局所的な収差情
報を抽出することができる。しかも、本発明の場合、従来方式に比べ、収差情報を正確に
ロンチグラムから取り出すことができ、その結果、高次収差まで正確に測定することが可
能となる。前述した以外の課題、構成及び効果は、以下の実施の形態の説明により明らか
にされる。



(7) JP 6163063 B2 2017.7.12

10

20

30

40

50

【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】球面収差補正器を備えるSTEMの構成例を説明するための概略図。
【図２】ロンチグラムの形成原理を説明する図。
【図３】焦点変化がロンチグラムに与える影響（特に試料上の特定点に対応するロンチグ
ラム上の投影点の変位）を説明する図。
【図４】実施例１に係るSTEMの構成例を示す図。
【図５】実施例２に係るSTEMの構成例を示す図。
【図６】実施例３に係るSTEMの構成例を示す図。
【図７】アモルファス薄膜を試料として用いる場合に得られる通常のロンチグラムと、焦
点変調ロンチグラムを比較する図。
【図８】焦点変調ロンチグラムから局所収差情報を抽出する工程を説明する図。
【図９】図８に示す抽出工程のうち局所収差情報を数値化する方法（特に相関強度から伸
び歪みを表す線素を取得する方法）を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、図面に基づいて、本発明の実施の形態を説明する。なお、本発明の実施の態様は
、後述する実施例に限定されるものではなく、その技術思想の範囲において、種々の変形
が可能である。
【００２５】
　本明細書では、STEMにおいて高精度に軸上収差を測定する手法、特に収差補正STEM装置
の調整に適した収差測定法を提供する。特に、本明細書は、ロンチグラムを用いた収差測
定方法に関し、測定時の恣意性の軽減により、定量的に正確な軸上収差係数を算出する高
精度収差係数測定法を提供する。
【００２６】
［基本構成］
　まず、収差補正STEM装置の基本構成を説明する。図１に、収差補正STEM装置の概略構成
を示す。収差補正STEM装置は、鏡体１の頭頂部に、電子源３と、当該電子源３から射出さ
れた電子を加速する加速手段（例えば加速管２）とを備える。なお、一部のSTEM（VG製ST
EM装置等）のように、最下端に電子銃２を備える装置もある。その場合の装置構成は、図
１と上下反対となる。もっとも、電子源２が図１に示すように頭頂部にあるか最下部にあ
るかは、本発明に対して特段の影響を与えない。
【００２７】
　電子源３からは電子線２０が射出される。収束レンズ４を通過した電子線２０の軌道は
偏向器６により調整され、さらに集束状態は収束レンズ７により調整される。これら調整
後の電子線２０は、対物レンズ１０に導かれる。対物レンズ１０は、電子線２０を微小な
径サイズの電子プローブとして試料９の面上に収束させる。この電子プローブを、スキャ
ンコイル２４により、試料面に沿うようにラスタースキャンする。この際、試料９の各所
から透過電子、散乱電子、二次電子、反射電子、Ｘ線等が得られる。
【００２８】
　このうち、透過電子線２２及び散乱電子線２３は、投影レンズ１２により、明視野検出
器１４及び環状暗視野検出器１３に対して適当な検出角度になるように調整される。これ
により、透過電子線２２は明視野検出器１４で検出され、散乱電子線２３は環状暗視野検
出器１３で検出される。
【００２９】
　これらの検出信号は、電子顕微鏡制御システム１７を通じ、制御計算機（制御ＰＣ）１
９に読み出される。制御計算機１９は、試料面上でラスタースキャンされた順番に検出信
号を２次元画像に再構成する。この結果、明視野検出器１４の検出信号（透過電子線２２
に対応）からは明視野STEM像が得られ、暗視野検出器１３の検出信号（散乱電子線２３に
対応）からは環状暗視野STEM像が得られる。以上の説明からも推察される通り、STEM装置
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において高い分解能を得るためには、対物レンズ１０において、試料９の面上に如何に微
小な径サイズの電子プローブを形成するかが重要である。
【００３０】
　従来、電磁界レンズである対物レンズでは避けがたい正の球面収差の影響により、電子
プローブの径を0.1nm以下に縮小することが非常に困難であった。しかし、近年における
球面収差補正器１１の実用化により、対物レンズ１０の球面収差補正が可能となり、電子
プローブの径を0.1nm以下に縮小することが可能とになった。実際、収差補正STEM装置に
おいては、電子プローブの径を0.1nm未満（すなわち、0.08～0.05nm）に縮小でき、個々
の原子を明確に識別できる分解能を得ることが可能になった。
【００３１】
　このような収差補正STEM装置において、球面収差補正器１１は、電子プローブの形成に
当たり、事前に対物レンズ１０が有する球面収差と等量かつ負（反対）の球面収差を発生
させるため、図１に示したように対物レンズ１０の上方に備え付けられる。この球面収差
補正器１１は、従来の電子レンズのように回転対称型の電磁レンズではなく、六極子、四
極子、八極子等の多極子レンズを複数段組み合わせて用いる構造である。このため、球面
収差補正器１１の調整は複雑であり、当該調整を制御する収差補正制御システム１８が必
要となる。実際のハードウェア構成では、収差補正制御システム１８は、電子顕微鏡制御
システム１７及び制御計算機１９に統合される場合もある。いずれにしても、収差補正制
御システム１８は、従来の電子顕微鏡（STEM等）では用いられなかった新しい装置又はソ
フトウェアである。
【００３２】
　収差補正制御システム１８は、球面収差補正器１１の本体を駆動させる電源の他、STEM
の収差状態を評価する収差測定部と、評価された収差状態に従って補正調整を実行する調
整部とから構成される。ところで、球面収差補正器１１の構成や制御は複雑であり、しか
も調整は精密に行う必要がある。このため、通常の収差補正手順では、1) 収差測定を最
初に実行し、2) その測定結果を参照して調整内容を決定し、3) 調整を実行し、4) 再度
の収差測定を実行し、5） 収差の調整効果を確認し、6) 次の調整内容を決定するといっ
た一連のプロセスを循環的に繰り返し、球面収差補正器１１及びSTEM装置を所望の収差補
正状態に漸近的に導く調整操作が採用される。
【００３３】
　ところが、このような調整操作は、収差測定や収差調整自体が煩雑であり、調整の完了
までに非常に長い時間が必要になったり、最悪の場合には調整途中でSTEM装置の状態がレ
ンズの熱ドリフト等の影響により変わって収差調整が適切に完了できなくなったりする可
能性がある。
【００３４】
［実施例で採用する収差測定方法の原理］
　後述する実施例では、収差測定にロンチグラムを使用する。このため、鏡体の下部には
、投影面１５とイメージング検出器１６が配置される。ロンチグラムは、スキャンコイル
２４によるビームスキャンを止めた場合に、投影面１５に投影される試料９の像（投影像
）である。
【００３５】
　ロンチグラムを取得する場合、絞り穴の径が大きい収束レンズ絞り５を使用する。この
場合、対物レンズ１０の広い範囲を透過した電子線２０が、対物レンズ１０により試料９
の近傍に収束される。このとき、電子プローブは、対物レンズ１０の各所における収差の
影響により歪んだ形状となる。投影面１５には、歪んだ形状の電子プローブにより形成さ
れる試料９のロンチグラム（投影像）が投影レンズ１２を介して投射される。ロンチグラ
ムは、投影面１５を裏面側から撮影するＣＣＤカメラ等のイメージング検出器１６により
撮影され、制御計算機１９に画像データとして取り込まれる。
【００３６】
　図２を用い、ロンチグラムの形成原理を説明する。球面収差補正器１１を通過した電子
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線２０は、対物レンズ１０に入射する。この時、対物レンズ１０が理想的である（収差を
持たない）場合、電子線２０は軌道２１ａ及び２１０ａを通って試料面上の一点（収束点
Ｏ）に収束される。図２では、理想状態での収束に対する電子線２０の理想波面を３０ａ
で表している。図に示すように、理想波面３０ａは、収束点Ｏを中心とする球面となる。
【００３７】
　この場合、投影面１５０に投影されるロンチグラムは、ロンチグラム内の全ての領域に
収束点Ｏの試料９が均等に（一様に）投射される。よって、仮に収束点Ｏに電子線２０を
遮断する粒子があれば、ロンチグラムの全面が一様に暗くなる。逆に、仮に電子線２０を
透過する穴があれば、ロンチグラムの全面が一様に明るくなり、目立ったパターンは現れ
ない。これが収差のない状態のロンチグラムである。従って、球面収差補正器１１を用い
て近づけようとする状態は、特徴的なパターンを持たない一様な領域をなるべく広く持つ
ロンチグラムである。
【００３８】
　一方、対物レンズ１０に収差がある場合、電子線２０は理想状態のように試料面上の一
点（収束点Ｏ）に収束されなくなる。例えば対物レンズ１０の点Ｑを通った電子線２１０
ｂは、収差の影響を受けて試料面上の収束点Ｏからδだけ離れた点Ｐを通り、電子線２２
１ｂの軌道を通ってロンチグラム内の点Ｒに到達する。すなわち、収差の影響を受けたロ
ンチグラムは、試料９の歪み投影像になる。収差を含む場合、波面も理想波面３０ａから
収差を含む波面３０ｂに変形する。この波面の差が波面収差である。波面収差（式１の左
辺）は、収差計数を用いて次式のように表される。
［式１］

【００３９】
　 式１では、五次収差までを明記している。式中、ωは、電子収束角度の複素表示であ
り、それぞれ式２で与えられる。
［式２］

【００４０】
　ここで、αとβは、それぞれ面内と面垂直に対する入射角度である。従って、図２では
、αのみを示している。収差による試料面上での変位δは、αとβを用いた複素表示によ
り次式で表される。
［式３］

【００４１】
　さらに、ロンチグラム内の投影点Ｒは、次式で与えられる。
［式４］

　式４において、Ｌはいわゆるカメラ長（試料９から像面１５０までの距離）である。式
４に表される通り、試料９のある点に対応するロンチグラム上の投影点Ｒは、波面収差の
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【００４２】
　次に、図３を用い、電子プローブを、図２の状態から試料９の近傍で微小にデフォーカ
スする場合に、ロンチグラム内の投影点Ｒがどのように変化するかについて説明する。デ
フォーカスは、収差のない理想的な焦点面（ガウス焦点）が、収束点０から収束点Ｅに移
ることである。このとき、理想的な（収差を含まない）収束による電子線２０の軌道（近
軸軌道）は、軌道２１０ａから軌道２１１ａに変化する。また、理想波面は波面３０ａか
ら波面３１ａに、収差を含む波面は波面３０ｂから３１ｂに変化する。
【００４３】
　デフォーカスが生じると、図３に示す通り、もはや対物レンズ１０の点Ｑからの軌道２
１０ｂを通る電子線２０は試料９上の点Ｐを通過せず、対物レンズ１０の新たな点Ｑ’か
らの軌道２１１ｂを通る電子線２０が点Ｐを照射する。すなわち、試料９上の点Ｐは、軌
道２２１ｂを通る電子線２０によりロンチグラム上の投影点Ｒ’に投影される。このとき
、デフォーカスによる投影点の移動は、次式で与えられる
［式５］

【００４４】
　ここでのλは、次式で与えられる。
［式６］

　ただし、式６において、デフォーカスδεは微少量として一次の項まで残した。
【００４５】
　式中のχは、式１の波面収差関数であり、その上付きカッコ内は以下に示す微分を表し
ている。
［式７］

【００４６】
　ここで、式６の収差関数χに対し、式１を代入して具体的に計算し、さらに電子線２０
の収束角度（α，β）も十分小さいものと仮定してその一次項まで計算すると、式８又は
式９が得られる。
［式８］

［式９］
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【００４７】
　ところで、ロンチグラム上における投影点の変位δを測定すれば、式８及び式９により
、収束角度（α，β）に対するデフォーカスC1＝C1(α,β)と、A1＝A1(α,β)を決めるこ
とができる。ただし、式８及び式９から明らかな通り、決定すべき未定係数は、C1と、A1
の実部と虚部（Re A1, Im A1）の３つであるのに対し、存在する独立方程式は２つである
。このため、このままでは未定係数を全て決めることができない。
【００４８】
　そこで、式１０で与えられる異なるデフォーカスC1’について同様の測定を行う。
［式１０］

　さらに、後述する式１１で与えられる変位δ’を加えれば、全ての未定係数を決定する
のに十分な数の方程式を得ることができる。ここで、焦点変化εは、外部から任意に規定
の量として与えられる定数である。
［式１１］

【００４９】
　以上のように２つのデフォーカス条件において、１枚のロンチグラムの撮像中に、電子
プローブの焦点を試料９の近傍で微小に変動させれば、１枚のロンチグラムから全ての未
知係数を決定するのに十分な数の方程式を取得することができる。
【００５０】
［実施例１］
　図４に、実施例１に係る収差補正STEMの一部の構成を示す。図４には、図１との対応部
分に同一符号を付しており、図１に示す基本構成のうち球面収差補正器１１よりも下方の
構成を表している。従って、本実施例に係る収差補正STEMのうち球面収差補正器１１より
も上方の構成は、図１と同様である。なお、図４では、図の簡略化のため、ロンチグラム
を用いた収差補正の説明には不要である明視野検出器１４と暗視野検出器１３の図示を省
いている。
【００５１】
　収差補正制御システム１８には、収差測定を行う収差測定システム１８１が配置される
。収差測定システム１８１は、収差測定実行時に対物レンズの励磁を変調するレンズ電流
モジュレータ１７２とイメージング検出器１６を制御する。収差測定時、電子顕微鏡制御
システム１７は、収束電子線（電子プローブ）２１の試料面に対する収束角度や対物レン
ズ１０の焦点距離などの値を適宜選択することにより、ロンチグラムの取得に適した光学
条件を設定する。次に、電子顕微鏡制御システム１７は、スキャンコイル２４の動作を停
止制御した上で、投影面１５上にロンチグラムを投影する。
【００５２】
　ここでの投影倍率（すなわち、実効的なカメラ長）は、投影レンズ１２で調整可能であ
る。投影されたロンチグラムは、投影面１５の裏側（下方）に配置したイメージング検出
器１６で取得する。前述したように、イメージング検出器１６は、収差測定システム１８
１の制御下でロンチグラムを取得する。さらに、このロンチグラムの取得と同期して、収
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差測定システム１８１は、レンズ電流モジュレータ１７２を制御し、対物レンズに励磁を
変調する電流を加える。
【００５３】
　すなわち、１枚のロンチグラムの取得に同期して、収束電子線２１の焦点を試料９の近
傍で高さ方向に微小変位（振動）させる。この焦点の微小変位により、図３を用いて説明
したように、投影点Ｒの位置変化が１枚のロンチグラム（焦点変調ロンチグラム）に積算
される形で取り込まれる。焦点の微小変位は、焦点変調ロンチグラムの取得時間内に１回
又は複数（１以上の整数）回周期的に行われることが好ましい。
【００５４】
［実施例２］
　図５に、実施例２に係る収差補正STEMの一部の構成を示す。図５の場合も、図４と同様
、装置構成の一部分のみを表している。なお、図５には図４との対応部分に同一符号を付
して示している。本実施例の場合、焦点の微小変位は、対物レンズ１０の励磁によってで
はなく、試料９自体の高さ方向への微小運動によって行う。このため、本実施例の場合に
は、試料９を保持する試料ホルダ８に試料高変位用アクチュエータ１８４を取り付ける。
試料高変位用アクチュエータ１８４には、例えばピエゾ素子等を使用する。本実施例にお
ける試料高変位用アクチュエータ１８４は、試料ホルダ８の支持部を上下方向に微小変位
させる。
【００５５】
　本実施例の場合も、ロンチグラムの取得時には、収差測定システム１８１による制御の
下、試料９を上下（高さ）方向に微小変位させる。なお、試料９の上下変位は微小である
ので、例えばアクチュエータ１８４を回転型とし、試料ホルダ８を軸周りに微小に回転さ
せることにより、局所的な試料の高さ変位を生成しても良い。このように試料自体の高さ
を変える方法でも、焦点変化を起こすことができる。また、本実施例の場合も、実施例１
と同様に、ロンチグラム取得と同期して１～数周期で焦点を変化させ、積算的に焦点変調
ロンチグラムを取得する。
【００５６】
［実施例３］
　図６に、実施例３に係る収差補正STEMの一部の構成を示す。図６の場合も、図４や図５
の場合と同様、装置構成の一部分のみを表している。なお、図６には図４との対応部分に
同一符号を付して示している。本実施例の場合、微小焦点変動を引き起こすための測定用
焦点調整レンズ１０１を対物レンズ１０の上方に配置し、これを収差測定システム１８１
で制御して焦点変動を実行する。収差測定システム１８１は、ロンチグラムの取得と同期
して、測定用焦点調整レンズ１０１を用いて１～数周期の焦点変化を実行させ、積算的な
焦点変調ロンチグラムの取得を実現する。
【００５７】
　なお、実施例１（図４）の場合には、微小ながら被補正対象である対物レンズ１０自体
を測定に利用するため、レンズのドリフトやヒステリシス等が、STEMの光学系に影響を与
えてしまう可能性が僅かではあるが心配される。一方、実施例２（図５）の場合には、対
物レンズ１０や球面収差補正器１１などのSTEM光学系に触れることなく焦点変調ロンチグ
ラムを取得することが可能である。また、本実施例（図６）の場合にも、対物レンズ１０
自体は、実施例２と同様、測定のために励磁を変える必要がない。しかも、本実施例で使
用する測定用焦点調整レンズ１０１もごく弱いレンズでよく、ほとんどその収差の影響は
無視できる。また、測定用焦点調整レンズ１０１として例えば静電型レンズを用いる場合
、測定用焦点調整レンズ１０１をオフすることで、その影響を完全に光学系から取り除く
ことができる。
【００５８】
　ロンチグラムは、前述の通り、試料近傍に焦点を有する電子プローブによる試料の遠距
離投影像であるので、これを式で示せば以下の通り、試料面上のプローブ形状とコンボリ
ューションで表現される。
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［式１２］

　ここで、A（α,β）は、電子プローブ形成に寄与する電子線の制限、いわゆる絞り関数
である。１＋Ψ(x,y)は、試料９による位相変化を表す関数である。試料９は、弱位相物
体近似を用いた。
【００５９】
　ロンチグラムの形成を示す式１２において、デフォーカスεを導入すると言うことは、
これを収差関数に含めデフォーカスに対して積分すると、式１３のようになる。式１３の
積分範囲は｛－∞,＋∞｝である。
［式１３］

【００６０】
　ここで、σ(ε)は、フォーカス分布（焦点ボケ）に関する分布関数であり、例えば巾δ
εのガウス分布を仮定すれば、式１４で与えられる。
［式１４］

【００６１】
　また、交流を用いてsin波で振る場合を考えれば、δ(ε)は、式１５で与えられる。
［式１５］

【００６２】
［各実施例で得られる焦点変調ロンチグラムによる収差の評価］
　 図７に、アモルファス薄膜９０（上段写真ａ）を試料９とする場合に取得される２種
類のロンチグラムを示す。左下段写真ｂは通常のロンチグラム１５１であり、右下段写真
ｃは焦点変調ロンチグラム１５２である。通常のロンチグラム１５１と焦点変調ロンチグ
ラム１５２は、いずれもガウス焦点からε1＝＋50nmに電子プローブを結んで形成したも
のである。さらに、焦点変調ロンチグラムの場合、このε1＝＋50nmを中心に、δε＝±1
0nmの焦点変動を加えている。その他、各種収差量は表外に列記の通りである。
【００６３】
　前述した特許文献１に記載の方法の場合、通常のロンチグラム１５１から局所的なアモ
ルファス投影像の粒形状を楕円関数等のフィッティング演算を用いて評価し、これらの局
所収差情報を用いて軸上収差を算出する。また、特許文献２及び３は、焦点と試料面の位
置関係を高さ方向に微小に変化させる前後で２枚のロンチグラム１５１を取得し、対応領
域間の局所変位を局所収差情報として軸上収差を算出する。
【００６４】
　これに対し、前述の各実施例の場合には、焦点変調ロンチグラム１５２を使用し、１枚
の焦点変調ロンチグラム１５２内に投影されたアモルファス粒子の軌跡（焦点の微小変動
に伴う変位量）を用いて局所収差情報とする。これらは式６～式８のλに従う。勿論、焦
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点変調ロンチグラム１５２の取得には、前述した構成の各収差補正STEM（図４～図６）と
駆動方法が使用される。
【００６５】
　図８に、局所収差情報の具体的な抽出方法を説明する。まず、焦点変調ロンチグラム１
５２から測定に用いるのに適した領域を取り出す（ステップａ）。次に、当該領域を適当
なサイズに分割する（ステップｂ）。ここでは、５×５の格子状に分割する例を示す。も
っとも、格子の分割数は５×５に限らないし、そもそも格子状に分割する必要もない。ま
た、それぞれの分割区域の一部が互いに重畳していても良い。
【００６６】
　次に、分割後の各領域について、粒子の伸び歪み量を明確化するため自己相関をとる（
ステップｃ）。なお、分割後の各領域の伸びや歪み量を明確化するための方法は、各領域
の自己相関を求める方法に限らない。例えば同じ取得条件で撮影した試料別箇所の焦点変
調ロンチグラムを同様に領域分割し、対応する分割領域間で相互相関をとっても良い。ま
た、焦点変調ロンチグラムと同じ試料箇所で取得した通常のロンチグラム１５１（図７）
との間で、対応する部分（分割）領域間で相互相関を計算してもよい。
【００６７】
　最後に、各分割領域の伸び歪み量を定量化し、各分割領域にその長さと方向を表す線素
を得る（ステップｄ）。この線素のx - y成分は式７、又は、長さと方向は式８にそのま
ま対応する。よって、これらの計測値から式７又は式８の方程式を立てる。さらに、連立
方程式の数に不足する分は、図３の説明内で述べた通り、異なる焦点位置ε2（≠ε1）で
同様に焦点変調ロンチグラムを取得し、同様の方程式を立ててこれを補う。これにより、
各々の分割領域についてのデフォーカスC2と非点収差A2を求めることができる。さらに、
これらの値を以下の式１６に代入し、必要な収差次数までの連立方程式を立て、軸上収差
を計算する。
［式１６］

　ここで、（αi,βi）は、ｉ番目の分割領域の中心に対する電子線の収束角度、例えば
図２に示されるそれである。
【００６８】
　図８のステップｃからステップｄへの伸び歪み量測定プロセスは、例えば図９に示すよ
うな単純な方法で実現できる。すなわち、分割区分された１つの領域に関し、１方向に列
（行）毎の最大値とその位置を探しプロットする。例えば図９の例では、相関像１５２０
の中からそれぞれ縦列中の最大値を与える位置（ピクセル）を見付け、これをＡからＢを
結ぶ破線１５２２で示し、更にこの破線に沿って測った相関強度を下グラフ１５２１にプ
ロットしている。この上下のグラフを参照し、適宜決めた閾値以上の相関強度を持つピク
セルを選択し、これらの位置を線形近似することにより、太線で示す線素１５２４を決め
ることができる。これを各分割領域で実施すれば、同様に伸び歪みを代表する線素１５２
４を得て、すなわち各領域でデフォーカスC1と非点収差A1を得ることができる。
【００６９】
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　以上の方法を用いて、２つの焦点位置にて焦点変調ロンチグラムを取得し解析する。こ
れにより、対物レンズ１０及び球面収差補正器１１を含むSTEM電子プローブの形成に関わ
る部位の軸上収差係数を求めることができる。
【００７０】
［実施例の特長］
　各実施例による測定法の１つ目の特長は、特許文献２や特許文献３のように、焦点変化
の前後で２枚のロンチグラムを必要とせず、１枚のロンチグラムの取得中に焦点を１～複
数周期変化させる一工程により焦点変調ロンチグラムを取得できることである。
【００７１】
　各実施例による測定法の２つ目の特長は、特許文献２のように、試料中の特定点を焦点
変化前後のロンチグラムで追跡する必要がないことである。本明細書で提案する測定法で
は、焦点変調ロンチグラムを分割した各領域像のパターンが各試料粒子の移動に従って現
れることから、前記手法のように自己相関等を用いて当該領域パターンの伸び歪み量を測
定することができる。
【００７２】
　各実施例による測定法の３つ目の特長は、局所収差情報の検出感度を、任意に制御可能
な焦点変動量δεで調整できることである。例えば図８の場合、内側の３×３の領域は、
外周の領域に比べて、局所収差情報を与える線素長が短く誤差を生み易く思える。線素長
は式９からδεに比例すると考えられるので、このような場合は、試料同視野でδεを増
加させた焦点変動ロンチグラムを取得すれば良い。δεが異なる複数の焦点変調ロンチグ
ラムを組み合わせ、各分割領域で適当な線素長が得られるδεのデータを組み合わせれば
、測定精度の向上を見込むこともできる。
【００７３】
［実施例の効果］
　以上の通り、焦点変調ロンチグラムを用いた収差測定法の採用により、特に収差補正ST
EMにおいて高次までの軸上収差係数を測定可能とする高精度収差測定法を提供することが
できる。
【００７４】
　また、本実施例の収差測定法では、ロンチグラムを測定に用いることにより、非特許文
献１に記載されたプローブタブロー法（複数の測定条件を繰り返し行う必要のある収差測
定法）に比べ、各段に単純化された測定手順での収差測定が可能となる。従って、これに
合わせて収差測定に要する時間の大幅な短縮も見込むことができる。
【００７５】
　また、従来のロンチグラムを用いた収差測定法（特許文献２、特許文献３）では、デフ
ォーカス、ビームシフト等の測定条件の変更前後で、試料に複数の特定観察点を決めて同
箇所の変位を追跡し、局所収差情報を取り出す必要がある。しかし、本実施例の収差測定
法の場合には、試料内に特定の観察点を定める必要なく、焦点変調ロンチグラム自体の形
態から必要な局所収差情報を抽出して軸上収差係数を計算することができる。この際に用
いる焦点変調ロンチグラムとは、前述の通り、１枚のロンチグラムの撮影時間内に１～複
数周期のフォーカス変調を行い取得される画像であり、前記のような測定条件の変更前後
に取得された複数枚のロンチグラムの比較をする必要もない。
【００７６】
　本実施例の収差測定法は、特許文献１に記載された測定法に対しても同様の利点を有す
る。特許文献１の収差測定法では、同じく測定にロンチグラムを利用し、かつ、これを小
領域に分割区分して各領域像の自己相関を計指し、各々から局所収差情報の抽出を行う。
しかし、特許文献１の収差測定法は、各領域で得られた自己相関強度を楕円関数でフィッ
ティングする等の作業を要する。
【００７７】
　ところが、フィッティング誤差やロンチグラムの局所領域の自己相関が主ピーク以外に
サブピークを示しやすい等の性質もあり、上記のような方法で自己相関から正しい局所収
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差情報を抽出するには注意が必要である。一方、本実施例の収差測定法によれば、焦点変
調ロンチグラムを特許文献１と同様に局所領域に分け、この自己相関もしくは相互相関を
とって、各々から局所収差情報の抽出を行うが、この場合に必要とされるのは各領域の相
関パターンに現れる主ピークの長さと方位のみである。これは図９に説明した単純な方法
により、精度よく求めることができる。
【００７８】
　これに関連し、この相関パターンの主ピークの長さは式８又は式９に示される通り、焦
点変調ロンチグラム取得時のフォーカス変調量に比例する。当該性質を利用し、収差の状
態によって主ピーク長が測定に足る十分な長さを持たない時（しきい値より小さい場合）
、又は、過長すぎる時（しきい値より大きい場合）には、収差測定システム１８１は、電
子顕微鏡制御システム１７を通じてフォーカス変調量を調整し、測定される主ピーク長を
適正化することにより、測定精度を保証することができる。
【００７９】
　なお、測定回数の増加を招くことになるが、例えば焦点変調ロンチグラムを区分した各
領域について局所収差情報の測定に適正な相関パターンが得られるようにフォーカス変調
量を調整した複数のロンチグラムを用いれば、局所収差情報の測定精度をさらに向上させ
ることもできる。
【００８０】
　また、特許文献１の収差測定法では、被測定試料は、純粋なアモルファス薄膜に限定さ
れている。一方、本実施例の収差測定法においては、フォーカス変調に応じた粒子の変位
軌跡が分かれば良いので、これに影響を及ぼさない程度であれば、結晶微粒子などアモル
ファス以外の物質が測定試料に含まれていてもよい。
【００８１】
［他の実施例］
　本発明は、上述した実施例の構成に限定されるものでなく、様々な変形例を含んでいる
。例えば前述の実施例においては、専らSTEMを前提に説明したが、観察試料の表面に荷電
粒子プローブを収束させた状態で走査する他の荷電粒子光学装置（例えば走査電子顕微鏡
(SEM)、収束イオンビーム(FIB)加工機）であっても、測定試料の工夫等によりロンチグラ
ムを取得できる場合には、本発明を適用することができる。
【００８２】
　また、本発明は、球面収差補正器１１を搭載しないSTEMに対しても適用することができ
る。その場合、測定された軸上収差を収差補正に用いることができないが、STEMで用いら
れている対物レンズ１１が有する収差を正確に評価し、後の使用に役立てることができる
。
　また、前述の説明では、試料の種類を問わず、前述の収差測定方法を適用する場合につ
いて説明した。しかし、試料ごとに適用する収差測定方法を予めレシピとして登録しても
良い。また、レシピを自動生成する機能を収差補正STEMに搭載しても良い。
【００８３】
　また、上述の実施例は、本発明を分かりやすく説明するために、一部の実施例について
詳細に説明したものであり、必ずしも説明した全ての構成を備える必要は無い。また、あ
る実施例の一部を他の実施例の構成に置き換えることが可能であり、ある実施例の構成に
他の実施例の構成を加えることも可能である。また、各実施例の構成に他の構成を追加し
、又は、各実施例の一部構成を他の構成で置換し、又は各実施例の一部構成を削除するこ
とも可能である。
【００８４】
　また、上述した各構成、機能、処理部、処理手段等は、それらの一部又は全部を、例え
ば集積回路その他のハードウェアとして実現しても良い。また、上記の各構成、機能等は
、それぞれの機能を実現するプログラムをプロセッサが解釈して実行することにより実現
しても良い。すなわち、各構成等をソフトウェアにより実現しても良い。この場合、各機
能を実現するプログラム、テーブル、ファイル等の情報は、メモリやハードディスク、SS
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D（Solid State Drive）等の記憶装置、ICカード、SDカード、DVD等の記憶媒体に格納す
ることができる。
【００８５】
　また、制御線や情報線は、説明上必要と考えられるものを示すものであり、製品上必要
な全ての制御線や情報線を表すものでない。実際にはほとんど全ての構成が相互に接続さ
れていると考えて良い。
【符号の説明】
【００８６】
１：鏡体、２：加速管、３：電子源、４：収束レンズ、５：収束レンズ絞り、６：偏向器
、７：収束レンズ、８：試料ホルダ、９：試料、１０：対物レンズ、１１：球面収差補正
器、１２：投影レンズ、１３：暗視野検出器、１４：明視野検出器、１５：投影面（蛍光
板）、１６：イメージング検出器（CCDカメラ等）、１７：電子顕微鏡制御システム、１
８：収差補正制御システム、１８１：収差測定システム、１８２：試料高変位用電源、１
８４：試料高変位用アクチュエータ、１９：制御計算機（制御ＰＣ）、２０：電子線、２
１：収束電子線、２１ａ、２１０ａ：試料面に理想状態で収束する電子線の軌道（近似軌
道）、２１ｂ、２１０ｂ：試料面に収差を含んで収束する電子線の軌道、２１１ａ：焦点
変位後に理想状態で収束する電子線の軌道（近似軌道）、２１１ｂ：焦点変位後に収差を
含んで収束する電子線の軌道、２２ａ、２２０ａ：試料を理想状態で透過する電子線の軌
道（近似軌道）、２２ｂ、２２０ｂ：試料の収差を含んで透過する電子線の軌道、２２１
ａ：焦点変位後に理想状態で透過する電子線の軌道（近似軌道）、２２１ｂ：焦点変位後
に収差を含んで透過する電子線の軌道、２０Ｔａ：照射電子線（垂直入射）、２０Ｔｂ：
照射電子線（傾斜入射）、２４：スキャンコイル、３０ａ：電子線の理想波面、３０ｂ：
収差を含む電子波面、９０：試料（アモルファス薄膜）、１０１：測定用焦点調整レンズ
、１５０：投影面、１５１：ロンチグラム像、１５２：焦点変調ロンチグラム像、１７１
：対物レンズ電源、１７２：レンズ電流変調電源、２５２：焦点変調ロンチグラムから測
定領域を取り出し分割した像、２５３：２５２の各領域の自己相関強度を示す像、２５４
：２５３の各領域の自己相関強度の伸び歪み量を線素定量化して示す像、１５２０：一領
域の相関強度像例、１５２２：相関強度像の各縦列中で最高強度を示す点を結ぶ折れ線、
１５２３：破線A-Bに沿った相関強度プロファイル、１５２４：相関強度の伸び歪み量を
定量化した線素。
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